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はじめに

皆さん、こんにちは。ただいまご紹介いただきました株式会社富士通総研の榎並でございます。
本日は「医療等分野における番号制度の導入」という講演テーマで、医療分野においてこれから番
号制度がどういった形で導入されていくのかということについて、現在の状況を中心にお話をし
てまいります。そして、これまでの紆余曲折も含め、この医療等番号というのが一体どのような経
緯で成立したのかということについても少し詳しく説明したいと思います。

Ⅰ　医療における問題とマイナンバーの必要性

1　社会的課題としての医療：社会保障給付費の推移
それではまず、今の医療の現状

です。これは皆さま方も重々ご承
知の社会保障給付費の推移でござ
います。既に120兆円に達する勢
いで全体が延びておりまして、特
に年金、医療、福祉その他といっ
たところが確実に増えているわけ
でございます。これらの状況をこ
のまま放っておきますと、どんど
ん保険料、税金も上がっていくと
いうことになりかねません。だか
らと言って、お年寄りが増える中
で、年金を減らせ、あるいは医療
を必要としている方に医療を減ら
せと単純に削減してしまうとこれ
は非常に大きな問題になってく
る。この増えていく医療費をこれからどうやってコントロールしていくか、というところが非常に
大きな課題になっていると思います。（資料1）

資料 1
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今、医療費は一体どうなっているの
か。医療費が保険料と自己負担、それ
だけでまかなえればよいのですが、実
際には全体40兆円のうち、大体15兆
円位が足りません。これは行政負担と
いうことになっていますが、要は皆さ
ん方の税金で負担しているわけです。
保険料等をこれ以上、上げられないと
いうことになると、ますます税金が重
くなっていきます。どのような方が医
療費を使っているのかというところ
を見ると、やっぱり65歳以上の方の
医療費が非常に多くなっています。0
歳から64歳までの医療費の総計より
65歳以上の方の医療費のほうが多い
ということになります。また、年代別に一人当たりの医療費を見ても、75歳以上になると、年間大
体90万円という数字になっております。単に削減するということになると、医療を必要としてい
る方にとっては非常に困ることになりますので、本当に必要な方に的確な医療を届けるという効
率的な仕組みがこれから求められてくると思うわけでございます。（資料2）

2　医療とICT：ICT化による医療費適正化効果の将来推計
次のグラフは医療とICTの関係

ですが、これは総務省が調査した
結果でございます。このICTをどん
どん活用して、効率的な医療を進
めていくとどれだけ効果が出るか
というところをグラフにしたもの
でございます。棒グラフの上の部
分が電子カルテの普及率で、既に
今は20何パーセントになっており、
大きな病院では電子カルテはかな
り普及している現状にあろうかと
思います。ただ病院単体で電子カ
ルテを入れるだけでは、ほとんど
意味はないのです。一番下側の折
れ線グラフ（四角い十字の印）にあ
ります、EHR（生涯健康医療電子
記録）という、電子カルテをきちんと共有化することを進めていかないと、例えば重複の検査を省くと
か、重複の投薬を省くということができません。残念ながら、こちらのEHRという電子カルテの共有
化に関しては、なかなか進まず、まだ数パーセント位にしかいっていないというのが現状でございま
す。この総務省の報告書によれば、重複検査あるいは重複投薬をなくせば医療費が 7.5パーセント減
るため、当時の医療費が約30兆円でしたので約2兆円は削減できるのではないか、今は大体40兆円
なのでこれから計算すると約3兆円は削減できるのではないかということでございます。（資料3）

資料 3

資料 2



4
振興会通信 Vol.146  April  2017

3　医療制度の基盤となる番号とカード
このような医療の制度をコントロー

ルしていくという制度の基盤となるも
のは何かというと、番号とカードです。
番号というのはその方の情報を正確に
管理するために必要なものとなりま
す。また、カードは本人とその番号を
きちんと結合するという意味で、非常
に重要です。

今、医療分野で番号とカードがどの
ように使われているのかということ
についてですが、番号については被保
険者記号・番号、保険証の番号がござ
います。ところが、この番号というの
は世帯単位に振られている番号です
ので、個人を特定することができませ
ん。しかも、これは医療保険者が振りますので、転職したり、転居したりして医療保険者が変わる
と番号がコロッと変わってしまいます。つまり、情報を引き継げないのです。こういったことがあ
りますので、我々が病院に行くと、毎月保険証を確認させてくださいと言われたり、あるいはたま
たま保険証無しで受診した場合、事後精算が煩雑になったりします。それからもう1つのカードで
す。以前は紙のカードだったのですが、最近はプラスティックの個人単位のカードになってきてお
ります。ところが、これは顔写真のない、単なるプラスティックカードです。ですから、年恰好の
同じような人が他人のカードを使っても実はわからないのです。医療の現場ではそういったこと
が往々にしてあります。同じ人のはずなのに、カルテが複数あって、血液型が全部バラバラだと、
こんなことをおっしゃる医師の方もいらっしゃいます。

番号とカードがきちんとしていないと、不正が起こることもそうなのですが、一番困るのは、電
子カルテを共有化することができなくなることです。これができないと正しい診断もできないと
いうことになります。更にこのEHRを発展させて、予防接種とか健康診断の記録等も全て結合し
たPHR、生涯型電子カルテといいますが、そういったものも構築できないことになります。この
PHRができないと、病気の予防、健康を守るということもできなくなってしまうわけです。そして
これから医療のビッグデータを使って様々な研究をして、寿命を延ばしていこうということも考
えられているのですが、そういった疫学的なデータの蓄積もできないということになってしまい
ます。我々国民にとって、理想的な医療制度を作るためには、番号によってデータを管理する、そ
してカードによって本人確認をするということが必要になります。（資料4）

資料 4
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Ⅱ　マイナンバー法と医療の法的枠組み

1　マイナンバーの制度設計と医療等ID
昨年の1月からマイナンバー制度がス

タートしました。このマイナンバー、それか
らマイナンバーカードを使うことができれ
ばよいのですが、実は医療の分野ではそう
簡単にはいきません。実は現在、マイナン
バーは扱わないという方向で動いておりま
す。では、マイナンバー制度を作るときに、
医療の話は一体どうなっているのだろうか
ということでございます。皆さまの中には
医療保険でマイナンバーを使うのだから、
当然医療でも使うだろうと思っていらっ
しゃる方もいるかもしれません。実はそこ
はちょっと複雑になっております。この姿
がマイナンバーの全体的な設計図というこ
とになっています。マイナンバー法というのは、どういう分野でマイナンバーを使うかということを規
定している法律なので、今のマイナンバー法の対象はこの太枠の中です。つまり、税とか年金、医療、
福祉、介護、労働等の社会保障の分野で、マイナンバーを付けて管理しましょう、お互いに情報提供
ネットワークシステムを使って情報交換ができるようにしましょうというのが今のマイナンバー制度
ということになります。但し、ここに書いてある医療ですが、これは医療保険の現金給付のところしか
対象になっておりません。つまり、保険料の徴収や給付にはマイナンバーを使えます。但し、診療行為
等の医療保険の現物給付に関しては、マイナンバーの対象外ということになっております。そして、
今検討しているのはそうした診療行為で使える番号をどうしようかというところで、医療分野につい
ては医療等IDというマイナンバーとは別の番号を使っていこう、そして、これとマイナンバーとが連
携できるような仕組みを作っていこうというのが現状で国が示す方向性となっております。（資料5）

2　医療分野における番号の法的枠組み
それでは何故診療行為でこのマイナン

バーが使えないのか。これはマイナンバー
の制度設計をしたときに、法的な整理を
したものでございます。これは何を言っ
ているのかというと、マイナンバー法と
いうのは個人情報保護法の特別法という
位置づけということなのです。あくまで
も、個人情報保護法のサブセットとして
マイナンバー法を作りますということで
す。では、個人情報保護法で医療分野につ
いてはどのように扱っているのか。実は
個人情報保護法を制定するときに、医療
分野においては非常に機微性の高い情報
を扱うので、一般法である個人情報保護 資料 6

資料 5
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法では扱えませんということを宣言してしまったのです。ですから、医療分野でマイナンバーを使
う場合には、個人情報保護法またはマイナンバー法の特別法を作らないと使えないということに
なりました。つまり、通常のマイナンバー法では医療の診療行為まで規定することはできないとい
うことなのです。逆に言えば、マイナンバー法の特別法を作れば、医療でもマイナンバーを使うこ
とができるのですが、今回は特別法を制定しないということになっております。実際に、付帯決議
の内容でも、医療分野で個人情報を扱うために個別法を早急に検討するようにと言っております
が、いまだにできていません。（資料6）

2　民主党政権におけるマイナンバー・ロードマップ
こういう法的な整理をしたの

で、マイナンバー法の最初のロー
ドマップでは、まず、2012年にマ
イナンバー法を提出して成立させ
ましょう、そしてその翌年の2013
年には医療分野の特別法案を提出
して、成立させましょうという二
段構えでマイナンバー法と医療の
マイナンバー法を作ろうとしてい
たのです。これは民主党政権の計
画でした。ところがこの後、民主
党政権が倒れてしまうということ
になります。（資料7）

「医療等分野における情報の利活用と保護のための環境整備のあり方に関する報告書」
社会保障分野サブワーキンググループ　2012.9.12

民主党の政権では、社会保障分野のサ
ブワーキンググループを作って、そこで
医療分野の番号制度について検討をして
いたのです。その結果がこの報告書とし
て出ております。医療番号はマイナンバー
とは異なる番号を使い、医療分野の情報
連携はマイナンバーの仕組みとは異なる
仕組みを作りましょうと結論づけられて
おります。特に番号に関しては、マイナン
バーとは異なる医療等の分野で使える可
視化された番号、つまり目で見える番号
をマイナンバーとは別に、個別に作って、
使っていきましょうというのが結論でご
ざいました。（資料8）

資料 8

資料 7
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医療等ID（仮称）の問題
この検討の内容を見ると、この検討会

では患者の病気や身体的特徴等、非常に
機微な情報を扱うということはきちんと
考慮されております。それからデータを
蓄積して、分析することは、社会全体の利
益にもなるため番号制度を作りましょう
と言っています。ただ、その後の③、④、
⑤番です。つまり、患者の生命に関わる重
大な情報を扱う、情報を取り違えたり、情
報入手が遅れたりすることが致命的にな
るケースもあるということについては、
あまり考慮されておりません。それから
医師だけではなく、看護師、薬剤師、ある
いは介護事業者、自治体福祉担当者等、
様々な多くの関係者が患者をケアするために情報を使いますが、そういうところもあまり検討さ
れていません。更に大規模災害のときには、プライバシーよりも人命を優先するような情報の使い
方が必要になります。そういった場合にはマイナンバーを使うことができますが、マイナンバーと
医療分野の番号をどういうふうに扱えばよいのか、というところもあまり考えられていないと言
えると思います。（資料9）

3　自民党政権への交代（2012.12）
民主党政権下ではこうしたこと

を検討したのですが、その後すぐ
政権が自民党に代わってしまいま
した。そして自民党政権のときに
マイナンバー法が成立したのです
が、そのときに出したのが資料10
のロードマップでございます。先
ほどの民主党政権におけるロード
マップ（資料7）とこのロードマッ
プ（資料10）を比べてみるとおわ
かりのように、先ほどあった特別
法を提出するというスケジュール
が全部なくなっています。つまり、
自民党の政権になって、医療等分
野の番号については、一旦ストッ
プしたということなのです。

（資料10）

資料 10

資料 9
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4　マイナンバー法改正（2015年9月）について
しかし、その後、一昨年の9月にマイナ

ンバー法の改正があり、ここでは医療等
分野において利用範囲を拡充することが
決まりました。このとき、マスコミでは預
貯金口座に番号が付けられるということ
ばかりが報道されておりましたが、同時
に医療分野においても利用範囲を拡充す
るという法改正もされております。

（資料11）

医療等分野におけるマイナンバーの利用拡充について
ただここで言うマイナンバーの

利用範囲の拡充というのは、医療
そのもとはちょっと異なります。
医療機関や医師が使えるというこ
とではありません。1つはメタボ
健診の情報です。それを医療保険
者間で連携するようにしましょう
という改正です。つまり、転職等
でA健康保健組合からB健康保健
組合に移った場合、メタボ健診の
データをマイナンバーで管理し
て、A健康保健組合からB健康保
健組合にデータを移すことができ
るようにするというものです。も
う1つが、予防接種の記録です。
お子さんがA市からB市に引っ越
しをしたときに、A市にあるお子さんの予防接種の記録にマイナンバーを付けて管理して、B市に
引き継いでいくというものです。医療保険者間、それから自治体間で情報を連携しようというだけ
のものでございました。（資料12）

資料 12

資料 11
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Ⅲ　国家戦略と医療番号制度の検討経緯

1　日本再興戦略 2016（2016.6）
それでは、これから国として医療番号

をどうやって運用していくのか。国とし
ての意志はどうなのだというところを見
てみようと思います。まずは日本の全体
的な計画である日本再興戦略です。これ
は2016年の6月のものです。ここでは世
界最先端の健康立国を目指していくと
言っています。そして、医療・介護等の分
野においてもICT化を徹底して進めると
いうことでございます。2018年度からマ
イナンバーカードを活用して、医療保険
のオンライン資格確認、医療等ID制度の
導 入 を 段 階 的 に 始 め て い く、そ し て、
2020年度からは本格運用すると言ってお
ります。その他、データの匿名化等を行う代理機関制度を作ること、地域医療情報連携ネットワー
クも全国的に普及させていく、こういったことは国の全体の計画として決定しているわけでござ
います。つまり国としては、やる気満々というところでございます。（資料13）

2　世界最先端IT国家創造宣言　IT総合戦略本部　2016.5.20
それを受けてIT総合戦略本部ではどう

いう計画を立てているかというと、医療
等ID制度、それから医療保険のオンライ
ン資格確認については、もう少し詳細な
スケジュールを出しています。2016年度
中に具体的なシステムの仕組み・実務等
について検討するということですので、今
年の3月までにこういった概要設計をす
ることになっています。そして、2017年
度からシステム開発を行い、2018年度か
らは段階的運用を開始し、2020年度から
本格運用をするということです。この辺
の情報は全て非公開なので詳細は不明で
すが、厚生労働省の方に先週確認したと
ころ、一応概要設計は今年の3月までに終了し、4月からシステム開発ができるように、今準備を
しているところですと言っておりました。厚生労働省からの情報が非公開でわからないのですが、
内部では着々と進めているようでございます。（資料14）

資料 13

資料 14
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3　健康・医療戦略推進本部　2016.7.29
それでは、国全体ではなくて、

厚生労働省はどういうふうに考え
ているのか。資料15は昨年の7月
に出ました健康・医療戦略推進本
部に関する資料です。この資料に
は医療・介護・健康に関するデジ
タル化・ICT化を進めると記載さ
れているのですが、データを標準
化するとか、番号制度をいつ入れ
るとか、そういった目標ははっき
り記載されていないのです。1年
前の資料には、番号制度を導入す
る、ルールを整理するということ
が記載されていたのですが、今年
度の資料を見る限り、その辺が抜
けてしまっているので、本当に大
丈夫なのかという若干の懸念はございます。（資料15）

4　医療の番号制度に関する議論の変遷
医療の番号制度の議論はどういうふう

になっていたのか。先ほど、民主党の政権
のときには、医療分野においては、マイナ
ンバーとは異なる医療等分野のIDを作る
ということを、サブワーキンググループ
で決めたと言いました。その後、自民党政
権に代わってから、しばらく動きはなかっ
たのですが、再度その研究会を開始した
のです。2014年12月に中間まとめを出し、
その1年後に最終報告を出しています。こ
の中間まとめと最終報告の内容はほとん
ど同じで、多分この内容が元となって、今
の設計につながっているのだろうと想像
できます。（資料16）

資料 16

資料 15

月
例
セ
ミ
ナ
ー

（
榎
並
講
師
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「中間まとめ」（2014.12.10）の概要
実際にどういう考え方になっているの

か、その概要を見てみたいと思います。以
前は、医療等分野における番号をちゃん
と目に見える番号だとされていたのです
が、この中間報告では電磁的符号を含む
という書き方になっています。そのため、
見えない番号を導入するとか、あるいは
同意とか希望者による番号を付番すると
いうような言い方に変わっているのです。
以前の政権のときには、全員に番号を付
ける、そしてそれはマイナンバーとは違っ
た形で見える番号にすると言っていたの
です。今回は同意した人、希望する人だけ
に番号を振る、あるいは見えない番号を
導入するといった言い方になっているので、若干トーンダウンしているところがございます。

（資料17）

電磁的符号とは
電磁的符号とは一体何だろうと

皆さんお思いになるでしょうが、
電磁的符号というのは目では確認
しづらいような中身なのです。マ
イナンバーは数字の12桁だと目
で確認できますが、電磁的符号と
いうのはデジタルの符号ですの
で、単純に目では確認できません。

（資料18）

資料 18

資料 17
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住民票コード・マイナンバー・符号の関係
資料18はマイナンバー制度の情報連携

の図なのですが、例えば自治体と日本年
金機構が情報を連携するとき、マイナン
バーそのものを使って連携するわけでは
ないのです。符号と書いてありますが、こ
の符号を使って情報のやり取りをすると
いう仕組みになっています。これをもう
ちょっと詳しくするとこういった形（資料
19）になるのですが、マイナンバーも住民
票コードを元にして作られています。そ
して情報を連携するときに使う符号とい
うのは、この住民票コードから連携用符
号を生成して、更に機関別符号とか開示
システム用符号等が作られていきます。こ
のような符号、つまり目では確認しづらいようなビット列を使って情報交換をしていこうという
形になりつつあるわけでございます。（資料19）

2　番号制度のインフラとの関係
では、その番号制度のインフラについ

て、どんな考え方を持っているのか。この
中間報告を読みますと、医療機関等でマイ
ナンバーを用いることは想定していない
と言っているのです。医療機関でマイナン
バーを用いることを想定するとすれば、特
別法を作るしかないのですが、特別法は作
らないで、マイナンバーではなく、別の番
号を使うという形で整理されているとい
うことです。それから、利用を希望する者
が使う仕組みとする必要があるのではな
いか、ということも言われております。そ
れから見えない番号、電磁的な符号のほう
がより安全だ、という言い方もしていま
す。実際にどちらが安全か、というところはいろいろ議論もあるかと思います。（資料20）

資料 20

資料 19

月
例
セ
ミ
ナ
ー

（
榎
並
講
師
）
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3　医療等分野の情報連携の具体的な利用場面等
そして、医療等分野での具体的な利用

場面等について、このようなものが考え
られますということで記載されておりま
す。最初に書いてあるところは、先ほどの
マイナンバー法改正で、既に対応したも
のです。メタボ健診のデータを連携する
とか、予防接種の履歴を連携する、こう
いったところではマイナンバーを使って
いきましょうということです。ただ、医療
保険のオンライン資格確認については、
マイナンバーとは別のものを使う、マイ
ナンバーが視認されない、つまりマイナ
ンバーが見えないような仕組みを検討し
ましょうということになっています。そ
れから、医療等分野の情報連携に用いる番号のあり方についても、安全性や効率性、利便性を考え
て検討していきましょうという結論になっております。（資料21）

医療等分野での番号の活用に関する議論の全体像（中間まとめ）
今いろいろとお話をして、頭が

混乱された方もいらっしゃると思
うのですが、この中間まとめで言
いたかったのは資料22の内容で
す。つまり、医療機関等ではとに
かくマイナンバーは使いませんと
いうことなのです。身近な予防接
種の履歴管理、健診データの連携、
オンラインでの資格確認、その他
研究分野等いろいろとあるのです
が、とにかく医療機関等ではマイ
ナンバーは使わない。こういう前
提で設計していきましょうという
ことを国が示しているわけです。

（資料22）
資料 22

資料 21
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大規模な災害時での対応（イメージ）
ところが、大規模な災害が起き

たときにはマイナンバーを使いま
しょうということも言っているの
です。実は、マイナンバー法自体、
例外規定がありまして、人の生命、
身体、または財産の保護のために
マイナンバーを使うことはできま
すと言っています。したがって、
大規模な災害が起きたときには、
プライバシーがどうのこうのと
言っていないで、マイナンバーを
使って人を助けましょうというこ
となのです。通常は医療機関では
マイナンバーは使えませんと言っ
ていて、大規模な災害が起きたと
きには、マイナンバーを使います
ということになると、本当にきちんと運用ができるのかと心配になってくるところもございます。

（資料23）

Ⅳ　医療分野における番号のあり方

1　番号制度に対する医療関係者の意識
医療分野における番号はなぜマイナン

バーを使わないのか、何故このような方
向になっているのかというと、1つの要因
として、医療分野ではマイナンバーに対
する反対が非常に多かったということが
言えるかと思います。これはマイナンバー
の制度設計をやっているときに、政府が
国民に対してパブリックコメントを求め
た結果です。個人の意見を除いて、団体の
意見だけを集計してみますと、賛成が33
件、中立が9件、反対が25件ありました。
反対と言った25件のうち、医師会・保険
医協会が14件ありましたので、過半数は
医療関係ということになります。こういっ
たことも考慮して、医療分野ではマイナンバーを使わないようになったと思われます。（資料24）

資料 23

資料 24

月
例
セ
ミ
ナ
ー

（
榎
並
講
師
）
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パブリックコメントの内容（医療関係団体）
これは実際、医療関係団体から出てき

たパブリックコメントの内容です。電子
化とかオンライン化を強要することは止
めてほしいという意見、医療というのは
住基ネット以上にプライバシーに係わる
重大なものだという意見もあります。そ
れから情報が国家に管理されるのではな
いか、給付と負担の関係が個人単位で明
らかになったら、それはプライバシーの
侵害になるのではないか、こういった意
見が結構寄せられました。（資料25）

現場の医師の意識
現場の医師の方も本当にそう思ってい

るのかについては疑問に思っています。
例えば、在宅医療と介護においては、医師、
看護師、介護士等いろいろな方が患者の
情報を共有しないと適切なケアができま
せん。そういった現場の医師の方に聞い
てみますと、少なくとも医療と介護は一
緒のIDにしてもらいたいとおっしゃって
います。介護はマイナンバーを使えるこ
とになっていますけれど、医療はマイナ
ンバーを使えないということになると、
IDが別々になりますので、その連携が非
常に難しくなります。また、個人情報を共
有することに対して、住民の不安や抵抗
はありませんとおっしゃる医師の方もおります。統一的なIDを使うことがよいという意見も現場
には根強くあるということです。（資料26）

資料 26

資料 25
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亀田メディカルセンターのAoLaniネットワーク
これは亀田メディカルセンター

でのネットワークの図なのです
が、ここは全国的に有名な病院な
ので、患者は千葉県だけではなく、
いろいろな県からこの病院に来る
わけです。その場合、IDを一元化
したいと亀田メディカルセンター
の医師の方はおっしゃっておりま
して、マイナンバーを使うことを
前提にこうした情報ネットワーク
システムを構築しているわけで
す。医療でマイナンバーを使えな
いということになると、また別の
IDを使わなければいけないとい
うことにもなりかねません。

（資料27）

2　医療等分野番号活用等研究会の番号議論
では、具体的な番号の設計は一

体どうなっているのか。資料28が
最終報告のときに出てきた図で
す。これを見ると、非常に複雑な
ので、わかりにくいと思うのです
が、実は資料28の左上の部分はマ
イナンバー制度の仕組みです。そ
の一部として医療保険として支払
基金と国保中央会（右中央部）がマ
イナンバー制度に組み込まれてい
ます。ここを基点として、医療の
情報を連携していこうという形
で、今設計が進んでいるというこ
とになります。（資料28）

資料 27

資料 28

月
例
セ
ミ
ナ
ー

（
榎
並
講
師
）
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医療等分野の識別子（ID）の体系のイメージ
それをもうちょっと簡単にする

と、こういう図になるのですが、
これもわかりにくいかもしれませ
ん。実は医療分野で使う番号とか
符号はたくさんあります。支払基
金と国保中央会では支払基金の機
関別符号を使って、個人の特定を
するわけです。ここからキーとな
る識別子を作って、そこから更に
地域医療連携用IDを作る、データ
収集に用いる識別子を作る、資格
確認用番号を作る、こういうよう
なことを考えています。それとは
別に患者は、診察券の番号とか介
護の利用者番号を持っていますの
で、その番号とこういったものを
全部結び付けないといけないということになるわけです。（資料29）

医療保険のオンライン資格確認の運用方法
医療保険のオンライン資格確認

を具体的にどういう仕組みでやる
のか。これも複雑な図なのですが、
簡潔に説明します。実はいきなり
オンラインで資格確認をすること
はできないのです。3ステップ程
あるのです。まずは、医療保険で
はマイナンバーを使えますので、
医療保険者がマイナンバーと資格
情報を持っています。これを支払
基金・国保中央会に送ります。マ
イナンバーと資格情報をここでも
保有するということになります。
このときに、マイナンバーを地方
公共団体システム機構に送って、
それに対応する機関別符号を生成
してもらい、こちらにセットする。つまり、支払基金・国保中央会ではマイナンバー、資格情報、
機関別符号のセットを管理するということになります。これがまず大前提となるのです。実際に、
患者がマイナンバーカードを持ってきて、資格確認をするときにどうやるか。患者が病院に来ます。
マイナンバーカードを持ってくるのですが、マイナンバーそのものはここで使えませんので、マイ
ナンバーカードのチップの中に入っている電子証明書を使って本人の特定をするということです。
患者がマイナンバーを持ってきたら、病院のカードリーダーで電子証明書を読みとって、これを支
払基金と国保中央会に送ります。ただここでは、この電子証明書に対応するものを持っていません

資料 30

資料 29
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ので、これだけだと本人が特定できません。ということで、電子証明書を地方公共団体システム機
構に送って、それに対応する住民票コードを割り当て、それに対応する機関別符号をもう一度生成
してもらう。機関別符号を生成してもらって、合致する機関別符号を探し出し、それでその人がど
この誰だということが初めて確認できるということになります。したがって、この段階でやっとマ
イナンバーと電子証明書と機関別符号のセットができるということになるのです。そのため、この
患者は、2回目以降病院に来たときには、電子証明書をそのまま送って、支払基金・国保中央会に
行けば電子証明書がありますので、これでどこの医療保険に属しているのかということがすぐに
わかるということです。ちょっと複雑なのですが、こういったやり方で、オンラインで資格確認を
しようと、今政府では設計を進めているということでございます。（資料30）

3　医療等分野番号活用等研究会の最終報告書
それでは、診療記録やカルテの

情報はどうやって連携するのか。
それを示した図が、最終報告書で
は資料31のような形で表されて
います。あくまでも、患者が使う
のはマイナンバーカードの中に
入っている電子証明書なのです。
電子証明書を使って、個人を特定
していくということになります。
そのため、医療機関Bを受診した
ときに、医療機関Aのカルテを使
いたいという場合には、電子証明
書を支払基金・国保中央会に送っ
て個人を特定し、地域医療連携用
IDをもらってきます。この地域医
療連携用IDを地域医療連携ネット
ワークAに送りこんで、誰であるかを特定し、医療機関Aの診察券で診療情報をもらって、医療機
関Bで使うというようなやり方になるのです。個人を特定するために、電子証明書、キーとなる識
別、機関別符号、地域医療連携用ID等、いくつもの番号や符号が出てきます。（資料31）

資料 31

月
例
セ
ミ
ナ
ー

（
榎
並
講
師
）
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資料32の図は資料31と同じような
図なのですが、患者全てがマイナン
バーカードを持っているとは限りま
せんので、マイナンバーカードを持っ
ていない人には資格確認用番号とい
う仮の番号を使って処理をしていき
ましょうという図です。つまり、マイ
ナンバーカードを持っていない患者
に対応するという話です。マイナン
バーカードを通常は持っているとし
ても、持たない場合もありますので、
結局両方ともに対応した仕組みにし
なければいけないということになろ
うかと思います。（資料32）

医療等分野における番号と符号
先ほどの報告書の図では、個人を特定する番号

としては、電子証明書、機関別符号等、様々な番
号や符号が出てくるということになります。それ
以外に医療・介護の現場で使うのは、診察券番号、
介護事業者の利用者番号等があるので、様々な番
号が入り乱れてくるということになります。

（資料33）

4　医療等IDにおける設計・運用上の要件
医療等IDの設計・運用というのは非常に大変な

ことになるかと思います。患者の生命に関わる重
大な情報を扱うということになりますので、情報
の取り違えとか、情報の入手が遅延するというよ
うなことが起きないような設計にする必要があり
ます。その他に、患者をケアするために、様々な
関係者がいます。医師、看護師、薬剤師、介護事業
者、こういった方々がきちんと使えるような設計
が必要です。しかもどのような情報でも使えるの
は困りますので、その資格に応じた利用範囲で使
えるという、そういった制限もしなければならな
いのです。3つ目の要件ですが、大規模災害が起き

資料 32

資料 33

資料 34
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たときには、プライバシーよりも人命を尊重した情報の取り扱いが要求されるということになり
ますので、こういったときにはマイナンバーを使うということになります。通常は見えない番号を
使って、災害のときだけマイナンバーを使うという運用になりますので、訓練をしておかないと、
結構大変なことになるのではないでしょうか。一般的には、日常的に使っていない機能は災害が起
きても使えないというのが常識なので、こういったところについても配慮をしておかなければい
けないということだと思います。そういったときには、番号を使うのは面倒なので、氏名だけで本
人確認をしてしまうということも現場ではあると思います。（資料34）

氏名による本人確認のリスク
氏名だけで確認すると、日本人には同姓同

名がたくさんいますので、様々な問題が起き
てきます。最近の記事を見ても、様々な自治
体で同姓同名の事件が起きています。他人と
間違えられて、口座を差し押さえられるよう
なこともあるのです。それは間違いがわかれ
ば、解除してもらえますけれど、患者の命に
関わることであれば、大変な事態になるかも
しれません。（資料35）

現在の医療分野で起きている問題
見えない番号というのは、危険なこともあ

るということを認識しておかなければいけま
せん。これは特定健診データとレセプトデー
タを突合して医療費の抑制効果を検証しよう
と厚生労働省が行った結果です。両方とも被
保険者番号を使っているのですが、被保険者
番号そのものを使って突合すると、番号が見
えてしまいプライバシー侵害になるだろうと
いうことで、番号を見えなくして突合してい
ます。「見えなくして」というのはどういうこ
とかというと、ハッシュ関数を使って、ハッ
シュ値を作って、それ同士でマッチングしよ
うということなのです。元データが同じであ
れば、ハッシュ値を作っても、結果は同じになるので、きちんと一致するはずです。ところが、そ
れを行ってみると、健保組合とか協会健保とかはほとんど突合しなかったのです。何故かというと
簡単な話で、同じ被保険者記号番号であっても、一方は全角で、一方は半角であったとか、空白部
分を左詰めにしていたか右詰めにしていたか、というようなことで違ってしまうのです。実際には
こういった例も起きているのが実情です。（資料36）

資料 35

資料 36
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在宅医療とマイナンバーを使う介護・福祉で情報共有は必須
特に番号がばらばらに管理され

ますと、在宅医療等の現場では情
報共有をしないと患者に対しての
ケアができませんので、いろいろ
と問題も起きてくるのではないか
ということが懸念されます。

（資料37）

災害時、民間が社会的弱者の支援をできる仕組みに
民間企業でも患者に対してケアをしている

ところがあります。これは帝人ファーマとい
う会社です。在宅酸素療法の患者に対して、
酸素ボンベや酸素の濃縮装置を供給している
会社です。これがあると病院にいなくても、
在宅で療養ができるのですが、いざ災害が起
きたとき、こういったものがストップしてし
まいますと、患者の生命に関わります。その
ため、震度5以上の地震が起こった場合、すぐ
に地図を自動的に作って、対象者をリスト
アップして社員を現地に急行させるという仕
組みを作っているのです。これは東日本大震
災のときの対応の様子です。2週間後には99
パーセントぐらいカバーできたということです。今後マイナンバーを使って、被災した方が今どこ
に避難しているのかということが早くわかるようになれば、より効果的な配送ができるのではな
いかということです。そのため、こういった使い方も考えて設計する必要があるだろうということ
です。（資料38）

資料 37

資料 38
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Ⅴ　個人情報保護法改正と医療

1　個人情報保護法改正　2015.9.3成立
最近の話題としては、個人情報保護法が改

正されまして、その影響が医療分野において
もいろいろと出てきています。個人情報保護
法の改正は一昨年の9月に成立しました。何
が契機になって改正されたかというと、JR東
日本のSuicaの問題が引き金になったのです。
それが医療分野にも様々な影響が及んできて
いるというところがございます。何が問題か
というと、匿名化の話なのです。（資料39）

もうちょっと詳しく言っておき
ます。マスコミの報道を見ますと、
Suicaの問題というのは、会社側
が、利用者にきちんと説明をしな
かったからいけないのだと言われ
ております。ただ本当の問題はそ
こではありません。これは実際の
情報の流れです。元々Suicaには
SuicaのID、氏名、電話番号、生年
月日等の個人情報が入っていま
す。これをそのまま日立製作所に
渡してしまうと、個人情報を提供
することになりますので、それは
まずいという話です。ということ
で、情報を渡す際には、SuicaのID
を別のIDに変換していますし、氏
名、電話番号は削除しています。生年月日は日まで分かると個人特定ができるので、年月だけ、また、
性別、乗降駅前、乗降時刻、利用額だけの情報を日立製作所に渡して、分析できるようにしたとい
うことです。これだけで考えると、一般には個人情報という認識はありません。ところが、法律学
者が問題にしたのは、利用者への説明がどうのこうのという話ではありません。日立製作所に渡し
たデータが個人情報だから、個人情報保護法違反になるということだったのです。何故かというと、
元々の個人情報の定義付けが関係してきます。特定の個人を識別することができるものが個人情
報なのですが、それだけではなくて、他の情報と容易に照合することで、識別できるという場合も
個人情報だという定義なのです。つまり、この中には個人を識別するものはありませんが、こちら
の対応表の乗降駅名と乗降時刻の時分秒をマッチングすれば、誰のデータか特定できるため、個人
情報だという判断をしたのです。ところが、他の情報と容易に照合できる対応表をどちらが持って

資料 39

資料 40
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いるか、ということが問題だったのです。実はそれについては、法律上はあいまいで、きちんと記
載されていなかったのです。今回それをはっきりさせましょうということで、EUでは提供元基準
を取っているので、つまり、日立製作所が対応表を持っていなくても、提供元のJR東日本が持って
いれば、これは個人情報だという解釈をしますと明確化したということになります。

そこまで厳しくされてしまうと、これからビッグデータ等の処理が全然できなくなってきます
ので、これから、どういうふうに匿名化をするかということを改正個人情報保護法の中で決めてい
きましょう、と今話が進んでいるわけでございます。（資料40）

2　改正個人情報保護法の概要と医療への影響
今回、個人情報保護法が改正されて、医療

分野にも影響が出ているのですが、どういっ
たところが変わったのか。1つは定義が明確化
されたことです。身体的特徴も該当すると
なっています。それから、「要配慮個人情報」
という新しい定義ができました。病歴という
のは要配慮個人情報となりますので、オプト
アウトはできないのです。必ず本人の同意、
オプトインを前提として運用しなければいけ
ませんというように厳しくなりました。それ
から、匿名加工情報についても考え方が変わ
りました。連結可能匿名化情報、つまり、先ほ
どの対応表があるような匿名化した情報はも
う個人情報です。そのため、使う場合には同意が必要ですということになりました。それから、連
結不可能匿名化情報については、対応表がないということなのですが、これは非個人情報とは限ら
ないということになっています。容易照合性は提供先ではなく、提供元基準で考えてくださいとい
うことになりました。こういった改正が影響してくるのは、医療、医学研究、創薬等の分野です。
患者の情報あるいはデータを使って分析をする場合に、いろいろと影響が出てきます。（資料41）

ここでは個人情報に関する定義、特に改正
部分で変わったところを赤で書いておきまし
た。赤字の改正部分は複数箇所ありますので、
医療関連サービス振興会ホームページに掲載
しているカラー版当日配布資料を確認してく
ださい。まず、個人識別符号も個人情報だと
決まりました。したがって、顔認識データや
指紋認識データ等（声紋、静脈、手のひら、
DNA、歩容等）も個人情報だということにな
りました。それから、符号の旅券番号、免許証
番号等も個人情報だということになっていま
す。それから、要配慮個人情報というものが
新しい定義として追加されまして、人種、信
条だけでなく、病歴も要配慮個人情報だということになっております。（資料42）

資料 41

資料 42
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政令（2016年10月5日公布）
具体的には政令で定めるということなのです

が、政令は昨年の10月に公布されています。個人
識別符号とは具体的に、こういったものが対象で
あると言っています。DNAを構成する塩基の配
列も個人情報だということになっています。その
他、顔、虹彩、声帯、歩容等、これらは全て個人情
報であるとされているのです。それから、心身の
機能の障害、疾病の予防及び早期発見のための健
康診断、その他の検査の結果、指導または診療も
しくは調剤が行われたこと、こういったものも全
て要配慮個人情報として考えますとされていま
す。そのため、こういうものはオプトインで同意
を取らなければいけないと変わってきています。

（資料43, 44）

日本バイオインフォマティクス学会の提言　2016.7.15
個人情報保護の方で前述の通りに変わってきて

いますので、医療分野からすると、かなり厳しく
なるということで、学会等も提言をしております。
ゲノムデータも、確かに個人識別符号に該当する
ものがあるのだろうけれども、全てが個人情報だ
と言われるのはちょっと心外だということです。
もうちょっと現実に沿ったものにしてほしいと資
料45では言っています。また、ゲノムデータの特
定のパターンについては、単なる個人情報にとど
まりません。その人個人だけではなく、その親族
にまで影響が及ぶということにもなりますので、
その辺もこれから考慮する必要があるだろうとい
うことです。それから適応除外を正しく施行してほしいと言っています。これは何かというと、学
術研究を目的とする場合には使える、という適応除外というものがございます。大学病院等では使
えると思いますが、研究をやっている一般の医療機関でも使えるようにしてほしいということな
のです。（資料45）

資料 43

資料 44

資料 45
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3　医療分野に対する規律：改正法とガイドライン
これから規制のあり方はどうなってく

るのか。これまでよりも複雑なやり方に
なってきます。これまでは、個人情報保護
法があって、それに基づいて厚生労働省
がガイドラインを定めて、そのガイドラ
インに従って、医療機関や研究機関がデー
タを使っていくというやり方でした。今
回、個人情報保護法が改正されて、個人情
報保護法を元に、個人情報保護委員会が
全般的な個人情報保護ガイドラインを
作っているのです。そのガイドラインの
案は既に10月ぐらいに発表されています。
それを元に、必要があれば、各省庁で分野
ごとに別途規律を作ってくださいという
ことで、当然医療分野については厚生労働省が検討会を作って検討をしているということになり
ます。これを元に、認定個人情報保護団体というものが作られます。全日本病院協会、日本病院会、
医療ネットワーク支援センター等は認定されていますが、こういったところが個人情報保護指針
を作ります。個別の医療機関はこの保護指針に従って、現場の運用をしていく。このような形にこ
れからなっていくということです。（資料46）

個人情報保護法等の改正に伴う指針の見直しについて（中間とりまとめ）（案）医学研究等における
個人情報の取り扱い等に関する合同会議2016.8.9

ガイドラインについて、厚生労
働省ではどんなところをポイント
に見直しを進めているのか。1つ
は用語の定義を見直さなければい
けないということなのです。これ
まで連結不可能匿名化、あるいは
連結可能匿名化と言っていました
が、個人情報保護法が改正されて、
そういった使い方ができなくなっ
たので、新しく定義を作らなけれ
ばいけないということです。もう
1つがインフォームド・コンセント
です。要配慮個人情報が定義され
ましたので、そのときの取扱いを
どうするのか。3つ目としては、匿
名加工情報をどうやって取り扱う
のかというところでございます。（資料47）

資料 46

資料 47



26
振興会通信 Vol.146  April  2017

検討中の論点　①匿名化
まず、最初は用語の定義です。改

正前ですと、皆さん方、医療分野で
はこういったもの全て個人情報で
はないという考え方で使用及び提
供をしていたと思います。つまり、
連結可能であろうが連結不可能で
あろうが、匿名化してあればこれは
個人情報ではないという形で、情報
や資料等を利用していたと思いま
す。ところが、今回は、これだけで
は対応できないということになりま
した。例えば、連結不可能匿名化の
中のゲノムですと、個人識別符号が
含まれるので、個人情報に該当する
ということになってしまったので
す。連結可能匿名化、これは先ほど
の対応表の話なのですが、これを全部駄目だと言われてしまうと、研究に影響が出ますので、適切な対
応表の管理をしていれば、匿名化されている、つまり個人情報ではないと考えてよいのではないか、と
いうのが今の検討会での検討内容です。つまり、この範囲を個人情報ではないということで扱ったらど
うかという内容なのです。ところが、一部の法律学者には、対応表が適切に管理されていようが、され
てなかろうが、対応表があること自体、これは個人情報なのだから、これは認められないと反対する人
もおります。まだ、結論は出ていませんが、こんなことが議論されているということです。（資料48）

検討中の論点　②インフォームド・コンセント
インフォームド・コンセントのところ

です。新しく試料、情報を取得して研究す
る場合、要配慮個人情報となりますので、
これはきちんと同意を取らなければいけ
ないということになっています。それで
は、既にもらっている既存の試料や情報
はどうするのか。これはまだ検討中とい
うことです。それから匿名加工情報とい
うものがあります。匿名加工情報という
のは、個人情報を利活用しましょうとい
うことで作られた概念ですから、匿名化
されたものと同様の扱いをしてよいので
はないか、また、代理機関を作ることが検
討されておりますが、そういうところで
認められた匿名加工情報については自由に使えるような形にしていこうと検討されています。

（資料49）

資料 48

資料 49
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改正指針の公布・施行に係るスケジュール（予定）
これは個人情報保護法のスケ

ジュールです。つい最近、施行日
が決定しました。この資料ではま
だ施行予定となっていますが、今
年の5月30日に全面施行するとい
う政令が出ましたので、今年の5
月30日からこの新しい個人情報
保護法が全面施行されるというこ
とになります。多分その前に各省
の部会でガイドラインを作って、
指針が公布されると思いますの
で、それに基づいて準備を進めて
いかなければならないということ
になります。（資料50）

4　官民データ活用推進基本法　2016.12.8成立
昨年末に官民データ活用推進基本法という

法律が成立しました。医療分野に関係すると
ころだけを抜いておきました。第19条で、国
の施策と地方公共団体の施策との整合性の確
保をしましょうと定められております。これ
は医療分野に関していえば、個人情報保護法
2,000個問題への対応ということです。つまり、
医療機関というのは、様々な法律や条例に縛
られています。国の機関であれば、国の行政
機関に対する個人情報保護法に縛れています
し、民間の病院であれば、一般的な個人情報
保護法で縛れています。また、県立であれば、
県の個人情報保護条例に縛れますし、市立で
あれば、市の個人情報保護条例に縛られています。このように制約がバラバラなので、お互いに情
報連携をするときに、非常に制約になっている。こういった情報が連携できるようにしていこうと
いうのが主旨です。（資料51）

資料 50

資料 51
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Ⅵ　海外における医療番号

1　医療へマイナンバーの導入を
海外における医療番号はどうなっているのかと

いうことを見ていきたいと思います。もう3年も
前になりますが、「医療とマイナンバーを考える」
というシンポジウムを富士通総研で主催致しまし
た。このときに海外から呼んだ講師はフィンラン
ド社会保健省の方です。（資料52）

2　フィンランドとEUの医療システム
フィンランドだけではなく、スウェーデン、デ

ンマーク、ノルウェー等、一般に北欧の国では医
療が非常に進んでいますし、医療分野でのIT化も
かなり進んでいる状況です。このフィンランドで
は電子カルテ情報が全て全国ネットワーク化され
ていて、どこの病院や診療所に行っても、常に自
分のカルテ情報を見ながら、医師が診断をしてく
れるという環境ができています。（資料53）

KanTaの利用イメージ
また、自分自身のカルテ情報を見たい場合、IC

カードを使って見ることができる。こういう環境
ができているのです。カードのリーダーは病院、
薬局等に全て完備されております。最近はカード
リーダーも機器としては非常に安くなっています
ので、どこでも使えるようなものかと思います。

（資料54）

資料 52

資料 53

資料 54

月
例
セ
ミ
ナ
ー

（
榎
並
講
師
）



29
振興会通信 Vol.146  April  2017

epSOSの概要
ヨーロッパでは自分の国でネットワークされてい

るのは当たり前の話になってきていますので、患
者が外国に行ったときに、病気になった場合にも
対応できるようになっています。国を越えて電子
カルテを共有するというところまでは難しいので
すが、電子カルテまではいかなくても、SCRという
Summary Care Recordを使って、傷病歴や予防接
種歴、アレルギー、副作用等の基本情報だけは迅速
に共有して、医師が間違った処置をしないように
情報を提供するということは、何年も前から実行
されています。フィンランド等の北欧では1つの番
号を全て、医療分野でも行政分野でもフラットで
使っています。つまり、日本で言えば、マイナンバーそのものを医療分野でも使っているという状
況が北欧の姿だということになります。（資料55）

3　イギリスのオープンデータ
もう1つの例はイギリスです。イギリスではデー

タをオープンにして、どんどん利活用しましょう
と進めていますので、全てデータを公開して、早
死にする人はどこが多いかということも色別に区
別されています。ロンドンの中心部や北のスコッ
トランドのほうは、結構早死にする人が多いとい
う状況が出てきます。（資料56）

乳がんの死亡率はどこが多いかということも
はっきり分かりますし、自治体ごとに死亡率のラン
キング等も出てきています。（資料57）

資料 55

資料 56

資料 57
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ランカシャー州での死亡率のランキングを
見ると、かなり悪いほうなのですけれど、ど
ういった要因で病気になる人が多いかという
こともデータで出てきます。（資料58）

これは病院のパフォーマンスを見てみよう
ということで、死亡率をみて、どこがよいと
か悪いとか、こういったものが全部数字で出
てきます。（資料59）

これはソーシャルケア、介護の施設です。
利用者がどれだけ満足しているか、あるいは
提供側もどれだけ満足しているか、というと
ころも数字化されていますので、国民はこう
いったものを見ながら、どこの施設がよいか
という判断ができるということになります。
イギリスは国を挙げて、オープンデータに取
り組んでいますので、こういった情報が誰で
も自由に使えるようになっています。

（資料60）

資料 58

資料 59

資料 60
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日本では、厚生労働省のホームページを見
ても、なかなかデータが出てこないというの
が実情です。イギリスの医療番号は、実はフ
ラットではないのです。社会保険番号があり
ますが、それは税と社会保障に使っている番
号です。それと医療番号は別の番号です。そ
のため、現場の人に聞くと、医療と介護で番号
が違うので、データが連携できなくて、不十分
なことが起きていると言っておりました。イ
ギリスも日本と同様に、プライバシーに関す
る議論がいろいろとあって、1つの番号を広げ
るか、バラバラにするかと、政権が変わるたび
に方針が変わるということがよく起こってい
る、そういった国であります。（資料61）

4　オランダの取組み
次にご紹介するのは、オランダです。オラ

ンダの特徴についてです。オランダは昔他国
に侵略されたことにより、番号を付けられた
という苦い経験を持っていますので、1つの番
号をフラットに使うということにはかなり抵
抗をしていました。ところが、徐々に番号の
範囲を広げていって、現在では、医療分野も
通常の社会保障等で使っている番号と同じ番
号にしています。（資料62）

オランダでは、資料63にありますように、
医療分野ではアクセスのしやすさが非常に悪
いということです。更に悪いのは日本なので
すが、これを改善しようということで、医療
指針の改善に取り組んでいます。電子カルテ
自体の普及率は98パーセントと非常に普及し
ているのですが、データがバラバラになって
いて、再利用がなかなかされていない、ある
いは患者が自分のデータにアクセスできない
という現状があるので、もっと医療情報の質
を高めて、医師がなるべく使いやすい形に改
善していこうとしています。実際に医療分野
の番号を住民サービス番号と同じ番号にしま

資料 61

資料 62

資料 63
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しょうと決めたのは、2008年のことです。今から9年前です。翌年に医療提供施設間で、BSN、日
本で言うマイナンバー、の使用を義務付けました。そういった前提で、医療インフラの構築をやっ
ていたのですが、その後、国会で拒否され、廃案になったりして、結構紆余曲折を経ています。イ
ンフラ自体は医療提供者協会というところが管理をしていて、それが今に引き継いでいます。

（資料63）

その後新しい法律ができて、デジタルデー
タへのアクセス権を保有する形で、システム
を組み直すということになっています。2020
年までには、自分の医療データに患者自身が
直接アクセスできるようにしましょう、ある
いは、医療の専門家がデータにアクセスでき
るようにしましょう、そういった目標を掲げ
て、今システムの開発を進めているというこ
とです。（資料64）

Ⅶ　今後の展望

1　マイナンバーは医療を支える基盤
これからの将来的な姿はどうなっていくの

かということです。資料65には「マイナン
バー」と書かれていますが、マイナンバーに限
らない個人を特定する番号であり、医療等ID
を作るのならそれでもよいのですが、こう
いった番号は医療を支える大きな基盤になり
ます。それを使って、電子カルテの共有化、生
涯電子カルテ、さらには、健康管理、投薬情報
の管理、そういったこともできます。こういっ
た情報を全部集めてきて、疫学的な研究に
使ったりもできるわけです。更にこれからは
海外との連携も視野に入れなければならない
と思っています。医療保険や医療情報をどう
やって連携するか。電子カルテの共有はすぐには無理でしょうから、まずはSummary Care 
Recordをどうやって迅速に交換するかというところから始めていかなければならないと思ってい
ます。（資料65）

資料 64

資料 65
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子宮頸がんワクチン訴訟（2016.7.27）
去年、子宮頸がんのワクチンの

訴訟が起こされました。番号に基
づくデータがきちんと管理されて
いないと、因果関係の精査に非常
に時間がかかると思います。番号
を使って、データを整備してあれ
ば、因果関係を精査して、証明す
ることもできるでしょうし、ある
いはここまで被害が広がる前に健
康被害のアラームを出して、被害
を最小化することもできただろう
ということです。このようなケー
スの場合、アメリカではワクチン
安全性データリンクというシステ
ムでデータを使ってウォッチング
しています。このような使い方を
すべきだと思いますし、そのためにもきちんと個人を特定できるような番号が絶対に必要になっ
てくるわけです。（資料66）

2　「保健医療2035」提言書（「保健医療2035」策定懇談会　2015.6）
厚生労働省は今後について、ど

ういう考えをしているのか。これ
は「保健医療2035」といって、一昨
年に厚生労働省が懇談会で作った
ものです。保健医療の価値を高め
る、主体的選択を社会で支えてい
く、日本が世界の保健医療を牽引
する等、非常に立派なビジョンが
掲げられております。（資料67）

資料 66

資料 67
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医療におけるICT利活用および番号制度に関する知識
ところが、資料68のほうでICTに関し

てどう書いてあるかというと、ICT活用
等の面では他国の後塵を拝していると
言っているので、日本は他の国に比べて
かなり遅れているということは認識して
いるのですが、これだけしか書いてあり
ません。これから医療ICT基盤の推進をし
ていくと言っております。また、今後、医
療等IDによって連結しますと書いてあり
ますが、情報基盤の整備という面では貧
弱な計画になっているという感想です。

（資料68）

3　「次世代型保健医療システム」提言
（保健医療分野におけるICT活用推進懇談会　2016.10）
その他、昨年に出た提言として

は「次世代型保健医療システム」
提言があります。これまでの保健
医療分野のICT活用はサービス自
体の質の向上には不十分だという
認識をしています。先ほどの「保
健医療2035」でも情報基盤の整備
と活用は重要なインフラの1つだ
と言っています。（資料69）

資料 68

資料 69
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ICTを活用した「次世代型保健医療システム」（全体イメージ）
ここでは全体的なイメージとし

て、「次世代型ヘルスケアマネジメ
ントシステム（仮称）」というもの
があって、「PeOPLe（仮称）」とい
うところでデータを活用してい
く、それを支援するようなデータ
利活用のプラットフォームを整備
していく、そういうような素晴ら
しいイラストを描いているわけで
す。ただ、非常に素晴らしい絵が
あっても、使うデータの基礎とな
る番号や本人確認のためのカード
等をきちんとやっていかないとな
かなかよい結果は出てこないと思
います。（資料70）

資料71では、2020年ぐらいか
らこういったシステムができます
と言っているのですが、このIDと
オンラインの資格確認をきちんと
整備していかないといけないとい
うことになります。（資料71）

資料 70

資料 71
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4　「医療・介護― 生活者の暮らしを豊かに」会合の論点
（未来投資会議  構造改革徹底推進会合「医療・介護―生活者の暮らしを豊かに」会合  2016.10）
これは政府の未来投資会議での

医療・介護に対する見方です。医
療分野でもデータをどんどん収集
して、IoTかAIという革新的な技
術を使って、医療の質を向上して
いこうと言っています。医療等ID
とか代理機関を作る、医療等デー
タのデジタル化や書き込み方式の
統一をしていく等と言っているわ
けです。ただ、先ほどの厚生労働
省のPeOPLeの仕組みとこちらと
の位置づけがどうなっていくのか。
不整合があったりしますので、こ
ういったところをきちんと整理し
た上で、国と厚生労働省がリー
ダーシップを取っていただきたい
と思います。（資料72）

日本医師会「医療等分野専用ネットワーク」（「医療・介護－生活者の暮らしを豊かに」会合資料
2016.10）

その会議に出した日本医師会の
資料が「医療等分野専用ネットワー
ク」というものでございます。日本
医師会も医療等IDとか被保険者の
資格のオンライン確認等を行って
いかなければならないという認識
は十分持っています。マイナン
バーを使うかどうかわかりません
が、これから医療分野の番号制度
の確立をしていくという方向には
なってくるだろうと思います。

（資料73）

資料 72

資料 73
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5　健康医療分野の方針（未来投資会議 資料　2016.11）
基盤の整備としては、電子カル

テの共有化とか生涯電子カルテの
構築をしていくと言っています。
患者自身が自分の医療情報、健康
情報を全国どこからでも見られ
て、活用できるという社会になっ
ていくだろうということです。

（資料74）

6　マイナンバーで医療費控除
昨年末の税制改正大綱で、医療

費の控除がマイナンバーで対応で
きるということが決まりましたの
で、こういったところからも医療
分野の電子化が進められていくだ
ろうと思います。領収書の保存は
義務付けられるのですが、医療費
控除のときの領収書の添付がこれ
からなくなっていくわけです。今
年の7月からマイナポータルとい
うものが稼働しますので、マイナ
ポータルに医療費通知が保険者か
ら電子的に送られてきます。その
医療費通知を確定申告のときに添
付すれば、それをエビデンスとし
て医療費控除の申請ができるとい
うことになっていきます。（資料75）

資料 74

資料 75
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7　マイポストの試行提供開始　2017年1月
今年の1月からマイナポータル

に対応するマイポストという日本
郵便のサービスの試行も始まりま
した。マイナポータルというのは
電子的なポータルですので、IC
カードを使ってログインして、ア
クセスしなければいけません。こ
れからはスマホ等でもアクセスで
きるような形になっていくと思い
ます。ただ、全ての方がスマホや
パソコンを使えるわけではないの
で、使えない人はどうするのか。
日本郵便のマイポストのサービス
と連携しておけば、マイポストか
ら電子的に情報を得ることもでき
ますけれど、そういうことができ
ない方は、プリントアウトしたものを日本郵便が郵便として送ってくれるという連携も考えられ
ています。（資料76）

会津若松＋（プラス）、日本郵便：電子私書箱の試行
日本郵便のマイポストというの

は電子私書箱という形で試行が進
んでいまして、会津若松市と日本
郵便とで連携して、こういった
サービスを始めています。した
がって、マイナポータルが今年の
7月に本稼働するときには、日本
郵便のサービスも同時に進んでい
くということになります。こう
いったところから一歩一歩医療の
電子化というものは多分進んでい
くんだろうと思うわけでございま
す。（資料77）

資料 76

資料 77
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【ご参考】「医療とマイナンバー」
最後に、昨年私の方で書籍を出

版しましたので、資料78に載せて
おきました。1つの考え方として、
医療等分野のIDという別の番号を
作るという考え方もありますが、
医療については特別立法を作っ
て、マイナンバーを使うという考
え方もあってよいのではないかと
思います。とにかく、皆さん方は
機密性の高い情報を扱うわけなの
で、情報セキュリティは非常に重
要なテーマです。ただ、セキュリ
ティといっても、機密性と完全性
ばかりを意識しているとちょっと
困ることになります。情報セキュ
リティにはCIAという機密性・完
全性・可用性の三要素があると言われています。三つ目の可用性、つまり緊急時に情報が連携でき
る、情報が使えるということも情報セキュリティの1つの要素となっていますので、そういったも
のを考慮した上での設計が求められてくるということになります。

長時間ご清聴ありがとうございました。（資料78）

資料 78

※当日配布資料のカラー版は、当会のホームページよりダウンロードが可能です。
■（一財）医療関連サービス振興会ホームページ（https://ikss.net/about_ikss/seminar.html）


